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研究成果の概要（和文）：告知後のがん患者のストレス対処における看護支援の現状調査を行うために、先行研究の分
析を行った。そして、対象者の検討・調査項目の作成を行った。また、対象者を確保するために研究協力病院を新規開
拓し、研究協力者も新たに得た。この調査の実施が遅れているが、実施後には初発がん患者にインタビュー調査し、告
知後のストレス対処において希望する看護支援を明らかにする。その結果をもとに、告知後がん患者がストレスに対処
することに自信がもてるような看護支援プログラムを作成する。そして、患者を対象にそのプログラムを実施し、有効
性を検討する予定である。

研究成果の概要（英文）：In order to conduct an investigation of the current situation of nursing support 
in stress coping for the patients who were told they had cancer, precedent study was analyzed. Items to 
be reviewed and examined with subjects have been listed too. Also, in order to secure the subjects, new 
cooperative hospitals were explored and new study supporters were acquired. This examination has been 
delayed but once it is done, interviews with incipient cancer patients will be conducted, and the desired 
nursing support in stress coping after they were noticed with the disease will be clarified. Based on the 
result, nursing support program, which enables the patients who were noticed with cancer to be confident 
with stress coping will be developed. Then the program will be carried out with the patients and its 
effectiveness is planned to be reviewed.
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１．研究開始当初の背景 
悪性新生物は日本の死因順位第 1位の疾患

1）で、罹患者も年々増加している。それに伴
い、がん患者に対する告知率も高くなり、
1989年に厚生省「末期医療の在り方検討会」
においてがん告知が推進されて以来、がん告
知の全国平均は 85.6％2）にまで増加している。
がん患者に対する告知は、患者が適切な治療
や今後の生活の選択などを行い、QOL を高
める上で重要である。しかし、初めて病名告
知を受けた壮年期がん患者の多くはがんを
自分の存在を脅かす脅威的なものとして捉
え 3）ており、また、告知後の初発がん患者は、
【がん告知】そのものだけではなく、さらに、
それに伴って生じる【入院・治療を要するこ
と】【役割の中断】【周囲の人の動揺】【経済
的な基盤のゆらぎ】というストレッサーに対
して対応している 4）ことが明らかとなってい
る。そして、告知は患者にとって、死を意識
させ、生命と自己の統合性を揺るがされる危
機的な体験である 5）とも報告されている。 
このように、がん患者にとって危機に直面す
るという状況でもある告知後の精神面への
援助としては、季羽らの“I Can Cope”
Program6)などの介入プログラム 7～9）が実証
研究をもとに実施されている。しかし、これ
らのほとんどは、そのプログラムに参加する
という患者の意思が必要であったり、実施場
所も限られている。また、がんの手術後や、
告知後 6週間経過後から開始するなど、開始
時期が遅いことも多い。しかし、危機は時間
的制限を有し、正常に経過した場合、4～6
週間で善きにつけ、悪しきにつけ１つの結末
を迎える 10）とされる。また、Wiesman と
Worden11）も、がん告知後の患者の心理状態
について、告知後約 3ヶ月間が実存的危機と
して重要な時期であるとしている。これらの
ことから、患者のサポートは告知直後から行
い、危機を回避できるように援助することが
重要である。しかし、先行研究では、告知直
後の患者の精神面への援助に関する研究は
少ない。鈴木ら 12）は病名告知を受けて初め
て治療に臨む壮年期がん患者の認知評価に
おいて、【脅威的な癌による衝撃】【運命的な
癌との直面】という 2つの癌についての心的
表象があったことを明らかにしている。この
ことから、告知前は患者が過去にどのような
がんの体験をして告知に臨んでいるかを把
握し、告知後はがんになったことをどのよう
に捉えているのかを語る場をつくり、自分の
病気について適切な認知を促す援助が必要
であることを示唆している。また、猪又 13）

は外来で診断された乳がん患者に対して
Newman の健康理論に基づき看護介入を行
っている。その結果、自分自身のありようを
認識して意思決定していく過程には、患者が
自分の身に起きた変化を自分のこととして
認識することが必要不可欠だとしている。こ
れらの研究から、告知直後の患者には認知に
働きかけることの重要性が示唆されている。

そして、臨床心理学分野の研究では認知の中
でも、特に自己効力がストレス対処に有用と
の報告がある 14）。この自己効力とはBandura
が提唱したもので、「自分にはこれだけのこ
とができる」という主観的な判断 15）のこと
である。海外では、がん患者の心理的適応に
この自己効力が影響していると報告されて
いる 16～18）。わが国でも、末期がん患者の心
理的適応、特に不安や抑うつにはその人の自
己効力が影響している 19）と言われ、また、
高齢者のがん患者のがんへの心理的適応に
も自己効力が関連している 20）との報告があ
る。自己効力は操作可能、即ち、変化させる
ことが可能であり、それによって行動変容が
でき、これを告知後のがん患者のストレス対
処の一つとして看護の中に取り入れること
ができれば、効果的な看護支援の方法が創出
できると考えられる。しかし、告知後のがん
患者のストレス対処と自己効力に関する研
究は神崎ら 21）の早期胃癌告知後の手術患者
に対する自己効力の強化と心理的ストレス
軽減を目的とした認知行動療法による介入
研究のみである。その神崎らの研究の結果、
一般的な自己効力尺度での測定では効果は
なく、ストレス反応に対しては効果があった
ことから、がん告知後という特定の状況に応
じた自己効力測定尺度を作成し、介入の効果
を検討することの必要性が示唆された。がん
告知後という特異的な場面でのストレス対
処行動に特定した自己効力測定尺度はまだ
開発されていない。そこで、研究者は、まず
告知直後のがん患者のストレス対処行動に
特定した自己効力とその影響要因を明らか
にし、その結果をふまえ現在、がん告知後と
いう特異的な場面でのストレス対処行動に
特定した自己効力の測定尺度を作成してい
る。この尺度を活用し、告知後がん患者のス
トレス対処に効果的な看護支援プログラム
を作成する。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、現在のがん患者の告知後のス
トレス対処における看護支援の現状を明ら
かにし、その調査結果や告知後がん患者から
のインタビュー調査をもとに、がん患者の告
知後のストレス対処における自己効力を高
める看護支援プログラムを作成し、その有用
性を検討することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
研究１：がん患者の告知後のストレス対処に
おける看護支援の現状調査 
(1)所属大学と研究協力病院の倫理委員会の
承認を得る 
(2)先行研究の収集・整理・分析を行い、調
査項目を作成 
(3)専門家より調査項目についてアドバイス
を受け、修正 
(4)項目検討のための予備調査 
①対象者：研究協力病院の外来に通院ま



たは入院中の病名と治療方針について
医師から説明を受け、がん患者のうち、
研究の主旨を詳細に説明して理解・同
意の得られた 20歳以上 65歳未満の 10
名。選定条件は、a.告知後 2ヶ月を経
過した者、b.告知時に異常な混乱をき
たしていない者、c.終末期患者や心身
の苦痛の強いものは除く、d.調査に耐
えうると担当医師・看護師が判断した
者とする。 
②方法：自記式質問紙調査を行う。研究
協力先病院の病棟または外来経由で対
象者に配布し、病棟・外来に留め置き
回収、または対象者が直接郵送の二つ
の方法をとる。 

(5)調査項目決定のための分析、及び専門家
より尺度項目についてアドバイスを受け、
修正 
(6)本調査 
①対象者：研究協力病院の外来に通院ま
たは入院中の病名と治療方針について
医師から説明を受け、がん患者のうち、
研究の主旨を詳細に説明して理解・同
意の得られた20歳以上65歳未満の100
名。選定条件は、予備調査と同じ。 
②方法：予備調査と同じ。 
(7)分析 
単純集計、自由記述は内容分析、外来・
入院群で反復測定二元配置分散分析を行
う。 
 

研究２：がん患者の告知後のストレス対処に
おいて患者が望む看護支援の調査 
(1)所属大学と研究協力病院の倫理委員会の
承認を得る 
(2)本調査 
①対象者：研究協力病院の外来に通院ま
たは入院中の病名と治療方針について
医師から説明を受け、がん患者のうち、
研究の主旨を詳細に説明して理解・同
意の得られた 20 歳以上 65 歳未満の 10
名。選定条件は、研究１と同じ。 
②方法：告知後のストレス対処において
望む看護について60分程度の半構成的
面接を行う。 

(3)分析 
調査で得たデータは逐語録にし、内容分
析を行う。 
 
研究３：がん患者の告知後のストレス対処に
おいて患者が望む看護支援の実施・検討  
(1)所属大学と研究協力病院の倫理委員会の
承認を得る 
(2)研究 1・2 と先行研究 22）23）をもとにがん
患者の告知後のストレス対処における自己
効力を活用した看護支援プログラム試案を
作成 
(3)専門家より試案についてアドバイスを受
け、修正 
(4)本調査 

①対象者：研究協力病院の外来に通院ま
たは入院中の病名と治療方針について
医師から説明を受け、がん患者のうち、
研究の主旨を詳細に説明して理解・同
意の得られた 20 歳以上 65 歳未満の 40
名。選定条件は、研究１と同じ。 
②方法：自己効力を高める看護支援プロ
グラム実施群 20 名（適用群）と通常の
看護支援を受けている群 20 名（非適用
群）に分け、比較検討する。身体症状、
告知後がん患者のストレス対処行動に
おける自己効力測定尺度、QOL 質問票、
日本版 POMS、日本版 MAC を項目に入れ
介入前後で調査する。 

(5)分析 
単純集計と適用群・非適用群で反復測定
二元配置分散分析を行う。 
(6)論文作成、学会発表を行う 
 
４．研究成果 
告知後のがん患者のストレス対処におけ
る看護支援の現状調査を行うために、先行研
究の収集・整理・分析を行った。そして、対
象者の検討・調査項目の作成を行った。調査
項目については、専門家よりアドバイスを受
け、修正を行った。調査項目は、基本的属性、
研究者が先行研究で作成した身体症状、告知
後がん患者のストレス対処行動における自
己効力測定尺度、QOL 質問票、日本版 POMS、
日本版 MAC、実際に受けた看護等となった。
また、対象者を確保するために研究協力病院
を新規開拓し、研究協力者も新たに得た。こ
の調査の実施が遅れているが、実施後には初
発がん患者 10 名にインタビュー調査し、告
知後のストレス対処において希望する看護
支援を明らかにする。その結果をもとに、告
知後がん患者のストレスに対処における自
己効力を高める看護支援プログラムを作成
する。そして、初発がん患者 20 名を対象に、
そのプログラムを実施し、有効性を検討する
予定である。 
また、学会等に参加し、本研究に関連する
がん看護や研究方法についての最新の知見
を得たり、臨床で働く医療者と意見交換する
など、広い視野で研究に取り組めるような基
盤づくりを行っている。また、自己効力を高
める看護支援プログラムに導入することを
検討しているリラクセーション法やヒーリ
ングタッチなど補完・代替療法の技術や
Whole Person Care についても講習会に産し
て学び、プログラムに導入できるように準備
を進めている。また、プログラムの実施に関
しては、病院内で行うことを検討していたが、
地域で実施することも含めて引き続き検討
していく。 
なお、本研究で得た結果については、日本
がん看護学会等で発表する。 
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